
資料５

グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォースけ 政 関す
地球的課題検討部会
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主な適用対象技 術

「Green of ICT」関連研究開発 参考資料１

通信事業者のネットワーク全体の
最適制御によって電力使用量
を削減

クラウドサービスを支える
高信頼・省電力ネットワーク
制御技術

主な適用対象技 術

スリープ中のネットワーク

通信事業者の全国ネットワーク

通信量に応じて使用するルータ数を制御

通信事業者の大規模ルータの
電力使用量を削減

を削減

超高速光エッジノード技術

制御技術

オフィス用を含む汎用ルータの
電力使用量を削減（※）

使用 削減

ネットワークノード高速化・
省電力化技術

家庭内の情報通信機器の
電力使用量を削減

※通信事業者の大規模ルータへの適用も可能
省電力化技術

低消費電力ブロードバンド
機器構成技術 電力使用量を削減

通信事業者用設備から家庭内設備まで通信事業者用設備から家庭内設備まで

機器構成技術

通信事業者用設備から家庭内設備まで通信事業者用設備から家庭内設備まで
トータルで省電力化を実現トータルで省電力化を実現

さらに、独創的な技術の公募を行い、ＣＯさらに、独創的な技術の公募を行い、ＣＯ２２排出量削減を排出量削減を
可能とする新たなＩＣＴシステム化技術を発掘可能とする新たなＩＣＴシステム化技術を発掘 家庭 オフィスビル



「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン」の普及促進 ①

電気通信事業者団体等５団体による、「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン協議会」が、電気通信事業者が省電力の観点から装置やデータ
センターサービスの「調達基準」を策定できるよう「評価基準」を示すとともに 各事業者が適切にＣＯ２排出削減に取り組んでいる旨を表示できるよ

参考資料２

センターサービスの「調達基準」を策定できるよう「評価基準」を示すとともに、各事業者が適切にＣＯ２排出削減に取り組んでいる旨を表示できるよ
う基準を示す「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン」を平成22年2月に策定。
電気通信事業者への調達基準の策定及びエコICTマークの使用、ICT機器ベンダー及びデータセンター事業者への協議会ＨＰへの測定結果の掲
載を働きかけ、本ガイドラインの普及を促進する。



「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン」の普及促進 ②



ＩＣＴを活用した再生可能エネルギーの地産地消・地域実証

環境に優しい街づくりを支援するため、最先端のＩＣＴを利用し、地域特性に合わせたＩＣＴシステム基盤を

参考資料３

環境に優し 街 くりを支援するため、最先端の を利用し、地域特性に合わせた シ テ 基盤を
構築・実証する。これにより、環境負荷軽減のために必要な通信の技術基準を確立し、地域資源（グリーン
エネルギー等）の生産と消費の最適化（地産地消）を推進する。

サーバ サーバ サーバ サーバ

広域ネットワーク

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

近隣ネットワーク

データセンター データセンター

環境クラウド

IPv6ネットワーク

監視・制御センター
宅内ネットワーク

環境クラウドにおけるデータの管理・保護のあ
地域の特性に合 たネ トワ クの組合せを検証

実証項目（例）

環境クラウドにおけるセキュリティの課題につ
いて検証

環境クラウドにおけるデ タの管理 保護のあ
り方を検証

地域の特性に合ったネットワークの組合せを検証

必要な技術基準の確立
地域で利用可能な周波数帯（ホワイトスペース）を
用いた実証



「Green by ICT」関連施策 参考資料４

トグ ド

工場

関連施策

交通渋滞の削減に資する
効率的な交通情報収集・

スマートグリッド

オフィス

●● ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳやＩＴＳ等の
分野を中心に、ＩＣＴによるグ
リーン化のモデルを確立

配信 （ＩＴＳ）
環境負荷低減につながる
構内の機器制御

オフィス リ ン化のモデルを確立

●● ＩＣＴによる省エネ効果の「見
える化」を推進

●● センサー情報を基に様々な

購買行動からＣＯ２
排出量を自動的に

家電機器の電力消費量・
ＣＯ２排出量のモニタリング 交通

機器等の制御が可能なＩＰｖ６
センサーネットワークシステム
の研究開発・国際標準化等を
推進排出量を自動的に

計算する「環境家計簿」住宅 等

家計の収支

ＣＯ２排出量

テレワークの推進
小売店



ＥＨＲ（Electronic Health Record）の構築

●● 診療情報や健診情報等の電子的活用により、個人が自らの診療情報等を管理し、医師等に提示すること

参考資料５

によって、病歴や体質に応じた医療の提供、異なる医療機関間においても患者の診療情報等が分断されな
い継続性ある医療の提供及び疾病情報や臨床データの分析による根拠に基づいた医療の提供が可能とな
り、医療の質の飛躍的な向上が期待される。これらの要素を実現するＥＨＲの構築に向け、個人・医療機関等
間における安全・安心なネットワーク環境を整備し 情報通信技術面を中心とした課題を抽出・分析するため間における安全・安心なネットワーク環境を整備し、情報通信技術面を中心とした課題を抽出・分析するため
の実証事業を実施。

実証事業の概要
個人の健康情報（診療情

保 険 者
医療機関等

個人の健康情報（診療情
報・健診情報等）を個人が電
子的に入手し自らの健康管
理等に活用するための基盤
の構築に向けた実証実験を

認証 認証

医師

病院

ＨＰＫＩ

診療所

薬局
薬剤師

レセプトオンライン

レセプト
情報

健診情報

電子
沖縄県浦添市において総務
省、厚生労働省、経済産業
省と連携して実施。
当該実証事業の成果を踏
まえ ＥＨＲの構築を推進医療機関用診療情報

医師
薬剤師

診療情報を
受け取る

健診・レセプト情報を
受け取る

過去の健康情報を
見せる

電子
処方箋

まえ、ＥＨＲの構築を推進。

※ ＥＨＲ（Electronic Health 
Record：電子健康記録）・・・ここで
は、電子的な健康情報（診療情報
、健診情報等）を個人が生涯にわ
た て管理 活用するものとしてい

医療機関用診療情報
保管データベース

家庭用
健康測定機器

個 人

健診機関

健診情報

たって管理・活用するものとしてい
る。各国の医療制度は様々であり
、一概に定義することは困難とさ
れている。

個人の判断で健康
情報を預ける、引き出す

個人の健康状態にあわせた
様々な健康サ ビスの提供

医療機関・研究機関
自治体等

匿名化

生涯健康情報
管理データベース

個人の委任を受けて、保険者や医療機関等が生涯健康情報管理
データベースに伝送する場合もある。

様々な健康サービスの提供



フューチャースクール推進事業

●● ＩＣＴを使った「協働教育」を推進するため、ＩＣＴ機器を使ったネットワーク環境を構築し、学校現場における

参考資料６

情報通信技術面を中心とした課題を抽出・分析するための実証研究を行う。また、協働教育プラットフォーム
（教育クラウド）については、デジタル教材等の共同利用やポータルサイト等の共有機能、学校評価支援機能、
ＩＣＴサポート提供機能などを含むものを構築の上、実証し、その有効性を検証するとともに、普及に向けた要
件等について分析を行う件等について分析を行う。

調査研究の概要
全国２ブロック１０校※の公立小学校を対象に、協働教育プラットフォーム（教育クラウド）を核としたＩＣＴ環境の構築により、デジタル教材（教科書）、
ポータルサイト、ＩＣＴサポート等を一元的に提供するとともに、タブレットＰＣ（全児童１人１台）やインタラクティブ・ホワイト・ボード（全普通教室１台）
等のＩＣＴ機器を用いた授業を実践し 「協働教育」の実現に必要な技術的条件やその効果等を検証する 調査研究の結果については ガイドライ等のＩＣＴ機器を用いた授業を実践し、「協働教育」の実現に必要な技術的条件やその効果等を検証する。調査研究の結果については、 ガイドライ
ン（手引書）としてとりまとめ、フューチャースクールの全国展開を計画的に推進。

※ 過疎・離島地域の公立小学校を対象とする場合には、複数校を一のプロジェクトとして実施することを可能とする。 ■ＩＣＴ環境の構築
①学校にタブレットＰＣ、インタラクティブ
ホワイト ボ ド等ＩＣＴ環境を構築・ホワイト・ボード等ＩＣＴ環境を構築

②校内無線ＬＡＮの整備
③家庭との連携のためのＩＣＴ環境構築
④協働教育プラットフォームの構築

■実証研究事項
① 築①ＩＣＴ環境の構築に関する調査
・構築に際しての課題の抽出・分析
・利活用に関しての課題の抽出・分析
・導入・運用に係るコスト・体制等分析
②ＩＣＴ協働教育の実証② Ｃ 協働教育の実証
・ＩＣＴ利活用方策の分析
・協働教育プラットフォームの分析
③実証結果を踏まえたＩＣＴ利活用推進
方策の検討

ガイドライン（手引書）の作成
本調査研究は、民間企業２社との請負契約により、児童数や校舎の形状、地理的条件等
を踏まえて請負業者が選定した公立小学校１０校（２ブロック×５校）により実施。



原口五原則と国民ＩＤ

権利 番

参考資料７

原則１： 国民の権利を守るための番号であること
原則２： 自らの情報を不正に利用、ストックされず、また、自らこれにアクセスし

確認・修正が可能な、自己情報をコントロールできる仕組みであること
原則３： 利用される範囲が明確な番号で、プライバシー保護が徹底された仕組み

であること
原則４： 費用が最小で、確実かつ効率的な仕組みであること原則４： 費用が最小で、確実かつ効率的な仕組みであること
原則５： 国と地方が協力しながら進めること

「自己情報」 （認証結果や属性情報をはじめとしたID情報）の提供/連携が、ユーザ本人の意思と同意に基づ

ログインしてください

【ID発行サイト】

ID許諾確認

サイト：http://www XXX jpが

いて行なわれるのがポイント

＜サービスのイメージ＞

○○さん こんにちはhttp://www.XXX.jp

P d

【ID発行サイト】

パスワードを入力ください

User ID soumu

123234

サイト：http://www.XXX.jpが

以下の情報を求めています

・ 住所、氏名、クレジットカード

電話番号、誕生日

情報提供を許可しますか？

2．ログイン画面へ遷移 3. 認証情報・属性情報の
提供の承諾

my_id123

利用サイトはID入力欄
(もしくは「ボタン」)を
設けるのみ

Password 123234
はい いいえ

認証
のみ

1. サイトにアクセス
提供の承諾

4. ログイン成功



災害時におけるＩＣＴの利活用
詳細な災害情報詳細な災害情報
の入手の入手

災害情報の共通流通基盤災害情報の共通流通基盤

安心 安全公共 ンズ ホワイトスペースを活用したエリアワンセグ

多様なメディアの活用による国民への情報提供多様なメディアの活用による国民への情報提供

災害時における位置情報の詳細な把握災害時における位置情報の詳細な把握

［将来的には・・・］

参考資料８

音声

安心・安全公共コモンズ
（データセンター）

Ａ県庁

ホワイトスペースを活用したエリアワンセグ

・現在の地デジの空き周波数を活用し、既に普及してい
るワンセグ端末を経由して防災情報を提供

TV、ワンセグ受信機

災害時における位置情報の詳細な把握災害時における位置情報の詳細な把握

ユビキタスネットワーク技術の活用

・現在、研究開発を行っているユビキタス
ネットワーク技術を活用することで、災害
時における詳細な位置情報の把握の実現
を目指す

Ｂ市役所

防災行政無線等を
活用した、音声主
体の情報収集

安心・安全公共コモンズ

・自治体、ｲﾝﾌﾗ事業者等から信頼
性のある情報を広く集約

・パソコン、放送、携帯メール等の
多様なメディアを経由して住民に

防災エリアワンセグ

V‐Lowマルチメディア
放送事業者

V‐Low防災ラジオ

V‐Lowマルチメディア放送
・アナログTV跡地周波数を活用

を目指す

Ｃ電力会社

高度化

携帯電話を活用した
情報収集

多様なメディアを経由して住民に
情報を提供

・アナログTV跡地周波数を活用
したV‐Lowマルチメディア放送に
よる防災情報の提供

電子タグ等により屋内・屋外を問わず自
分の居場所に関する情報を入手

インター
ネット

携帯電話
事業者 携帯エリアメール

避難速報

○×川が氾濫推移に
危険水位になりました。
自主避難できますか？

携帯エリアメールの活用

・携帯エリアメールと端末のアプリケーションを連動さ
せ、被災状況や避難状況等を効率的に収集

地図デ タと連動し 最適な避難情報等

携帯電話
事業者

クリック

携帯エリアメール
携帯・パソコン利用者

自主避難できますか？

できない

できる

被災状況の収集 避難状況の収集

地図データと連動し、最適な避難情報等
を提供

災害時における双方向の情報発信（消防庁）災害時における双方向の情報発信（消防庁）

写真機能の活用

・自治体職員等が携帯電話で撮影した被災
情報を集約（ＧＰＳ位置情報と連携）携帯電話（写真機能）

公共ブロードバンド
映像による情報収集 1

５月中旬目途に運用
開始予定

消防庁ツイッター

災害対策本部公共ブロードバンド

公共ブロードバンド

・災害現場の映像を機動的
かつリアルタイムで災害
対策本部等へ伝送

・対策本部から迅速・適切
な対処を指示

双方向

パソコン利用者消防庁



コミュニティ型テレワークセンター（仮称） 参考資料９

■地域での就労や企業へのテレワーク導入支援を実施 ■テレワーク共同利用型サービスにより利用環境を提供
■センター運営は地域のＮＰＯ法人等が担当 ■都市と地方をつなぎ、地域の人的、産業等資源を活用

地域の人材リソース

地域の意欲ある人材や、
リタイアした有資格者（教

業務発注者（地方公共団体）

コミュニティ型
テレワークセンター

リタイアした有資格者（教
師、税理士等）などのチャ
レンジ機会創出

業務発注者（事業組合等）
自治体業務等を地域住

【利用可能施設】
・市町村合併等による遊休施設
・公的施設（公民館、文化会館等）
・地域団体・企業等内施設

ネットワーク

業務発注者（事業組合等） 民が受注

都市部の人材が地域業務発注者（地域中小企業）

都市部の人材リソース

地域産品

★テレワークセンターにより、地域企業
におけるテレワ ク導入を加速 の経済活動等のサ

ポートや、地域の製
産品の販路拡大等を
担当

業務発注者（地域中小企業） におけるテレワーク導入を加速

在宅勤務により、通勤交通量を削減

オフィススペースの有効利用等を実現

全国各地でのテレワーク導入を拡大し、
社会全体での温室効果ガス削減に貢献



Ｕ－３５「夢」実現プロジェクト（仮称） 参考資料１０

■概要
若手研究者を中心とした独創性の高い研究領域への重点化を図り、「夢」のある研究開発プロジェクト
（「Ｕ－３５夢実現プロジェクト（仮称）」）を実施

■■ 研究テーマの設定方法
研究テーマは特定せず、ＩＣＴで「夢」を創出するプロジェクト
を公募により募集。

■■ 評価方法
－採択評価：社会的インパクトを重視して、外部有識者

（技術系のみならず幅広い分野の専門家）を公募により募集。

■■ 研究開発の委託先
３５歳以下の若手研究者を応募の要件とする。
研究者個人との契約も可能とする。

（技術系のみならず幅広い分野の専門家）
から構成される評価委員会で選定。

－継続評価：研究の進捗状況や資金の使用状況に関す
る報告の提出など、必要最小限の事項の
確認のみとする■■ 予算規模・研究開発期間

１件あたり数千万円×３～５年間とし、毎年１０件程度の
採択を想定。

確認のみとする。

－事後評価：プロジェクトの終了後に研究成果を報告
（失敗の場合も説明責任を果たす）。

幅広い有識者による評価委員会幅広い有識者による評価委員会

継続評価
採

プロジェクト実施（３～５年）

公募

※３５歳以下の
若手研究者を対象

採
択
評
価

事
後
評
価

必要最小限の確認

※毎年１０件程度
若手研究者を対象

※予算規模は１件あたり数千万円／年
インパクト重視 結果の説明責任



脳とＩＣＴに関する懇談会

脳と情報処理のメカニズムを解明し 真に伝えたいことを制約なしに伝えたり 現行

参考資料１１

脳と情報処理のメカニズムを解明し、真に伝えたいことを制約なしに伝えたり、現行
とは全く異なる情報通信ネットワークを実現する「脳情報通信研究」に関し、重点的
に取り組む項目や推進体制を具体化することを目的に、大臣主催の懇談会として設置。

（現状等）情報通信研究機構（ＮＩＣＴ） 大阪大学（阪大）及び国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）が３者で共同 連携して研究開発を開始（現状等）情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）、大阪大学（阪大）及び国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）が３者で共同・連携して研究開発を開始。
今後、韓国等諸外国の関連研究機関とも連携を図りながら実施。

４月３０日に第１回会合を開催 今後 月１回程度開始し ７月頃に中間とりまとめを行う予定

懇談会の概要

４月３０日に第１回会合を開催。今後、月１回程度開始し、７月頃に中間とりまとめを行う予定。

（主査：柳田 大阪大学生命機能研究科教授）
＜検討事項＞
（１）短・中期的に取り組むべき課題
・脳活動を介して意図や動作を機械に伝える技術におけるチャレンジド (障がい者) 及び高齢者への適用方策

期待される成果（目標 １０ １５年後）

（２）長期的に取り組むべき課題
・脳活動を介して意図や動作を機械に伝える技術の高度化方策
・脳に学ぶ効率的な情報ネットワーク技術の実現に必要な要素技術の確立方策

情報通信への利用

赤いりんご
の絵を

持ち上
げて歩
こう・・

掃除をし
よう・・

脳情報で制御するパワースーツの実現

脳機能に基づく設計思想
による新たなネットワーク

脳の機能を応用した
環境・人間に優しいネットワーク

期待される成果（目標：１０～１５年後）

（例）脳情報を元に、意識するだけで簡単な （例）脳情報を元に、PC等への図形、文

の絵を・・・
拡大し続けるトラフィック
に対応する、発展性のある
大容量ネットワーク

による新たなネットワ ク

頑強性
安全性
省電力性
自律性
環境適応性

機械操作を可能とする通信システムを実現
し、パワースーツ、ロボット等により高齢者
等の日常動作をサポートする

章等の情報を直接入力できる装置や、
意図を理解した最適な情報検索技術を
実現する

膨大な数の機器へ
の接続性

ユーザーに合わせた
快適なインターフェース

自己修復性


